
前
途
多
難
で
あ
る
と
言
わ
ざ
る
を
得
な

い
。
国
の
『
三
位
一
体
の
改
革
』
で
予

測
さ
れ
る
交
付
税
の
削
減
で
、
さ
ら
な

る
困
難
に
直
面
す
る
」
と
警
鐘
を
鳴
ら

し
な
が
ら
も
「
今
は
新
た
な
自
治
体
像

を
作
り
上
げ
る
絶
好
の
機
会
」
と
し
て

と
ら
え
て
い
ま
す
。
そ
の
理
由
は
職
員

を
対
象
に
行
っ
た
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
。

改
革
の
必
要
性
を
う
か
が
わ
せ
る
回
答

が
多
か
っ
た
か
ら
で
す
。
同
会
は
、
職

員
の
原
点
回
帰
と
意
識
改
革
、
住
民
と

の
協
働
を
全
面
に
掲
げ
、
大
綱
の
骨
子

を
固
め
ま
し
た
。

　

厳
し
く
も
あ
る
そ
の
内
容
の
根
底
に

は
「
乏
し
い
財
源
の
も
と
で
質
の
高
い

行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
続
け
る
た
め

に
、
効
率
を
考
え
、
頭
を
使
わ
な
け
れ

行革再建
待ったなし
財政危機を打開するため、浦田弘二町長が行財政改
革を推進委員会に諮問。７月から週１回のペースで
検討を重ねた中間答申が、進むべき方向を示します。

ば
な
ら
な
い
。
今
は
知
恵
を
出
し
合
い
、

町
が
持
続
し
て
発
展
す
る
き
っ
か
け
を

与
え
て
く
れ
た
と
考
え
た
い
」
と
い
う
、

過
去
の
教
訓
と
経
験
を
知
る
町
へ
の
期

待
が
込
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

ン
チ
こ
そ
チ
ャ
ン
ス
だ
と
提
唱

す
る
行
財
政
改
革
推
進
委
員

会
。
11
月
に
ま
と
め
た
中
間
答
申
で
は

「
持
続
可
能
な
行
財
政
（
財
政
の
健
全

化
）」「
住
民
本
位
の
仕
事
改
善
（
意
識

と
行
動
の
改
革
）」
の
２
本
柱
と
改
革

の
５
つ
の
方
策
を
挙
げ
、
平
成
19
年
度

か
ら
の
５
年
間
で
実
施
す
る
こ
と
を
示

し
て
い
ま
す
。
冒
頭
で
は
「
住
民
に
多

く
の
期
待
を
抱
か
せ
て
発
足
し
た
福
智

町
。
し
か
し
、
財
政
状
況
を
見
れ
ば
↘

ピ
　

合
併
特
例
法
に
よ
っ
て
、
福
智
町
は

10
年
の
間
、
元
の
規
模
で
算
定
さ
れ

た
交
付
税
を
受
け
取
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。
し
か
し
そ
の
先
、
交
付
税
は
５
年

間
で
段
階
的
に
縮
小
さ
れ
、
15
年
後

に
は
完
全
に
規
模
相
応
の
額
に
な
り
ま

す
。
こ
の
10
年
間
に
コ
ス
ト
を
削
減
す

れ
ば
、そ
の
分
だ
け
効
果
を
得
ま
す
が
、

逆
に
特
例
に
甘
え
て
改
革
が
遅
れ
る

と
、
自
立
す
る
こ
と
は
難
し
く
な
り
ま

す
。
ま
さ

に
い
ま
町

は
ピ
ン
チ

で
す
が
チ

ャ
ン
ス
の

時
で
も
あ

る
の
で
す
。

　地方分権の時代、今後のまちづくりは、福智町の住民が自
らの責任で、自ら決定していくことが必要です。厳しい地域
経済と財政事情の中でも、末永く自治体として存続できる行
政や財政の仕組みをつくっていかなければなりません。
　この目標の達成には、市町村合併の効果を上げつつも気を
許すことなく、全職員、全住民、議会の協力が欠かせません。

福智町行財政改革大綱 中間答申

改革の２本柱

住民本位の仕事改善（意識と行動の改革）❷

持続可能な行財政に（財政の健全化）❶

　合併を機に時代にふさわしい行政の体制づくりが求められ
ています。町職員が住民の立場で柔軟に考えて行動する民間
でいう顧客志向（お客様本位）の考え方が重要です。
　また、わたしたち住民が旧３町の意識にとらわれていたの
では、新町のまちづくりは遅々として進むものではありません。
◉行政の風土改革による職員意識と行動改革【特別重点項目】
 ● 職場の和を基調としたグループ長制の導入
 ● グループごとのテーマ設定や※CI手法による改革運動の実施
 ● 職員の自発的な勉強会や自己研修の奨励
 ● 住民との協働活動の場への職員参加奨励
 ● 来庁者への声掛け運動

改革の方策

持続可能な財政構造の確立❶

❶総合案内・窓口の設置　❷窓口サービス時間の拡大　
❸接客サービスの向上　❹相談窓口の充実
❺住民の意見箱の設置

住民の視点に立った行政サービスの質の向上❷

❶機構改革　❷定員適正化の推進　❸人事評価制度の導
入　❹職員研修制度の充実　❺職員給与の適正化　
❻職員のアイデアを生かす提案制度の導入

変革の時代に対応できる人材と組織の育成❸

❶広報、情報発信･提供窓口の一元化　❷各種委員会な
どへの公募委員導入　❸各種委員会などの情報公開　
❹広報紙・ホームページの充実

町政の公開による住民参画の促進❹

❶住民活動の拠点の再編と活性化　❷まちづくり住民団
体との連携強化　❸地域行政区との連携強化　
❹事業素案前からの住民参加方式の検討　
❺協働事業の選別と実施主体の検討

住民との協働によるまちづくりシステムの確立❺

計画期間は平成19年度からの５年間。目標達成状況は広
報紙などを通じて公表し、広く住民の意見を吸収すること。

Ⅰ 財政基盤の強化　❶自主財源の確保と強化　▶税などの
収納率の向上▶税などの巨額滞納金の解消▶遊休施設・土
地の有効活用▶パワーアップ・地域アップ計画の推進
❷歳出の削減▶あらゆる費目に関する削減▶予算編成・執
行体制の改善▶行政評価制度の構築▶入札制度の見直し
▶もったいない運動の展開など
Ⅱ 効果的・効率的な行政運営　❶公共施設の効率的活用
▶公共施設の整理・統廃合と維持管理経費の削減　❷イベ
ント事業の統廃合　❸診療所および公営企業の見直し

骨格の概要

実施

来
年
１
月
に
本
答
申
を
予
定
し
て
い
る
行
財
政

改
革
大
綱
、
今
回
の
中
間
答
申
に
関
す
る
感
想

や
ご
意
見
を
募
集
し
て
い
ま
す
。
事
務
局
（
役

場
総
務
課
庶
務
係
）
☎
２
２
・
０
５
５
５
ま
で
。

大綱を練る

　業務委託
第三セクター

指定管理者制度　

      NPO
  地域自治区
指定管理者制度
まちづくり町民会議【視点】

住民本位
   分権化
　   多元化

      　  【視点】
　　住民本位
     効率化
  成果重視
業務評価

協
  働

  経
営

  視点の説明

住民本位▶住民の立場で柔軟に考える。
効率化▶民営化や協働化を進めコスト意識を持つ。
成果重視▶予算消化ではなく、成果を評価する。
業務評価▶評価と振り返りで仕事の仕方を改善。
分権化▶現場へ権限を移譲する。
多元化▶役場以外も公共サービスの担い手に想定。

社会貢献活動
利潤追求活動

協働
私的活動

行政の内部変革
改革の２本柱と
方策の実行

行政サービス

目標
自立した永続的
な自治体運営

メセナ
（文化活動支援）

ボランティアなど

※C I：組織の個性や目標を明確にしてイメージの統一を図り、内外に認識させること。

行革概念図

企業住民

行政

　行革推進委員会副会長
の荒巻久美子さん（金田）
「改革の最大の担い手は
職員のみなさんです。将
来、町が良くなったとし
たら、それは職員のみな
さん一人ひとりが、行革
の素晴らしいリーダーで
あったと言えるでしょう」

　行革推進委員会副会長
の中原和義さん（上野）
「大綱のキーワードは人
づくりと意識改革。過去
の教訓や若い人たちの発
想が生かされるような体
制が求められています。
計画は楽譜、町長は指揮
者、行政と住民が一体と
なったハーモニーを新町
で奏でていただきたい」

↓
７
月
か
ら
毎
週
火
曜

日
に
、
週
１
回
の
協
議

を
重
ね
て
き
た
委
員
会
。

12年度

76
億
円

57
億
円

74
億
円

71
億
円

70
億
円

66
億
円

64
億
円

（
見
込
み
）

旧３町を含む地方交付税額の推移

13 14 15 16 17 18

　行革推進委員会
会長の森山沾一福
岡県立大学教授「今
福智町に必要なの
は危機感の共有と
内発的な意識改革。
町の『いいとこみつ
け』を展開して、ぜ
ひ発展して欲しい」


